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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○人件費
　既に先取りしている職員削減の取組み等により、人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均より低くなっ
ています。今後とも、定員適正化計画に基づき、定員の適正化を推進します。
○物件費
　し尿処理施設の下水接続による管理業務の縮小、経常経費のマイナスシーリング等により、物件費に係る経
常収支比率が低下しています。業務の民間委託を進めつつ、引き続き事務事業費の削減を図ります。
○扶助費
　扶助費は増加傾向にあるものの、比較的高齢化率が低いことなどから、扶助費に係る経常収支比率は類似
団体平均を下回っています。今後も、自立支援等を進めるとともに、資格審査等の一層の適正化を図ります。
○補助費等
　補助費等に係る経常収支比率が、類似団体平均より高くなっている要因は、下水道など公営企業会計への
繰出金等が多額となっているためです。集中改革プランに沿い、補助金の整理合理化等適正化を図ります。
○公債費
　過去からの市債抑制策、繰上償還の実施等により、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回って
います。引き続き、市債上限枠を設定するなど、公債費負担の抑制に努めます。
○その他
　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っている要因は、下水道事業の公営企業法適用により、
繰出金から補助費等へシフトしたことなどによるものです。他の特別会計についても、独立採算の原則に基づ
き、一層の健全化を図り、普通会計からの繰出金負担の軽減に努めます。
○普通建設事業費
　普通建設事業費の人口１人当たり決算額が、類似団体平均を上回った要因は、市街地再開発事業、広丘周
辺整備事業等によるものです。今後大型事業がピークを迎えるため、徹底した事業の厳選に努めます。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,341,897 79,702 76,156 4.7
賃金（物件費） 236,290 3,526 3,509 0.5
一部事務組合負担金（補助費等） 617,228 9,209 6,459 42.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 922 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 3 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 148,161 2,211 3,029 ▲ 27.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 119,194 1,778 1,632 8.9
▲退職金 ▲ 594,875 ▲ 8,876 ▲ 8,834 0.5
合計 5,867,895 87,550 82,877 5.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.59 8.23 ▲ 0.64
ラスパイレス指数 96.7 97.3 ▲ 0.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,861,124 42,689 43,825 ▲ 2.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 26 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,342,188 20,026 12,727 57.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

193,930 2,893 4,402 ▲ 34.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

130,624 1,949 2,098 ▲ 7.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,034 15 34 ▲ 55.9

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,120,078 ▲ 46,552 ▲ 35,265 32.0

合計 1,408,822 21,020 27,845 ▲ 24.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

3,637,617 54,343 - 57,030 - -

うち単独分 2,293,591 34,264 - 37,129 - -

4,504,789 67,355 23.9 52,453 ▲ 8.0 31.9

うち単独分 2,180,495 32,603 ▲ 4.8 30,509 ▲ 17.8 13.0

4,656,323 69,474 3.1 48,408 ▲ 7.7 10.8

うち単独分 1,757,591 26,224 ▲ 19.6 26,937 ▲ 11.7 ▲ 7.9

過去５年間平均 4,266,243 63,724 13.5 52,630 ▲ 7.9 21.4

うち単独分 2,077,226 31,030 ▲ 12.2 31,525 ▲ 14.8 2.6
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